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２０３０赤穂市総合計画後期基本計画（案）に対するパブリックコメントの実施結果 

 

募集期間     令和７年６月１６日（月）～令和７年７月１６日（水）【３１日間】 

提出された人   ２人（提出された意見 １０項目） 

番号 項目 寄せられたご意見等の概要 市の考え方 

１ 将来展望人口（人口

ビジョン）の見直し

について 

人 口 目 標 を ２ ０ ３ ０ 年 （ 令 和 １ ２ 年 ） に 人 口 

４０，０００人以上を維持するとしているが、各所管で策

定する行政計画に使用する人口は何人を想定しているの

か。 

 

 

 総合計画の中間見直しにおける２０３０年（令和１２

年）の将来展望人口（４０，２４６人）を踏まえ、４０，

０００人とすることとしています。 

２ 将来展望人口（人口

ビジョン）の見直し

について 

以下の過去の人口実績を参考資料として掲載すべきでは

ないか。（経年変化の理解） 

 (１) 人口実績の推移 

   ～２０００年、２００５年、２０１０年、２０１５

年、２０２０年 

  増減理由～自然増減（出生数、死亡数）社会増減（転

出、転入） 

 (２) 地区別人口実績の推移 

   ～２０００年、２００５年、２０１０年、２０１５

年、２０２０年 

 

 

 

 

 

 

 人口実績の推移については、今回の見直しに際して、２

０３０赤穂市総合計画後期基本計画と２０３０赤穂市総合

戦略とを同一冊子とする中で、２０３０赤穂市総合戦略にお

いて人口の推移や人口動態として自然増減や社会増減のほ

か各種データを掲載する予定としています。 

 地区別人口実績の推移については、市が毎年公表してい

る人口統計（「赤穂市の人口」）において示しております

が、総合計画における将来展望人口では、地区ごとに細分

化した将来推計を行っておらず記載していませんので、ご

理解いただきたいと思います。   
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３ 将来展望人口（人口

ビジョン）の見直し

について 

資料①の「⑵ 現状実績（推移）と現行計画の比較（５

か年計）」の示されている数値の根拠は。 

 

  

 数値の根拠につきましては次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①の「現状実績と現行計画の比較」がパブリックコメント

資料においてお示しした数値です。目標値・実績値のそれぞ

れの根拠については②「現行計画」、③「現状実績」のとおり

です。 

②の現行計画の数値については、「２０１５国勢調査」人口

等をもとにした現行２０２５赤穂市総合戦略の将来展望人

口（推計）で、自然・社会増減は５年間累計です。 

③の現状実績の数値については、兵庫県が「市町別毎月人

口推計調査」をもとにまとめた「兵庫県の人口の動き」の報

告数値で、自然・社会増減は５年間累計です。なお、人口の

比較「－３，０３６人」と自然・社会増減の計「 

－３，１３４人」で差異が生じていますが、国勢調査結果に

よる補間補正等が行われたためであると考えています。 

 

①現状実績と現行計画の比較 （人）
目標値
2025年

実績値
2025年

比較

人口 43,877 43,218 -659
自然増減 -1,851 -2,227 -376
社会増減 -81 -907 -826

②現行計画 （人） ③現状実績 （人）
基準値
2020年

目標値
2025年

比較 実績値
2020年

実績値
2025年

比較

人口 45,809 43,877 -1,932 人口 46,254 43,218 -3,036
自然増減 -1,851 自然増減 -2,227
社会増減 -81 社会増減 -907

-1,932 -3,134
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４ 将来展望人口（人口

ビジョン）の見直し

について 

「２０２５赤穂市総合戦略」とは何か。 

２０２１年度（令和３年度）策定の「赤穂市人口ビジョ

ン」と「２０２５赤穂市総合戦略」との関係は。 

２０２５赤穂市総合戦略は、赤穂市人口ビジョンに掲げた

目標人口の実現に向け、人口減少対策の方向性を示した基本

目標、それに基づく施策を明らかにする計画です。 

今回の見直しに際しては、２０３０赤穂市総合計画後期基

本計画と２０３０赤穂市総合戦略とを同一冊子とする中で、

２０３０赤穂市総合戦略において人口ビジョンと総合戦略

の関係性なども記載することとしています。 

 

 

５ ①多様なつながりと

支え合いによる地域

福祉を進める 

施策の展開：１．地域福祉活動の活性化 

赤穂市民憲章が１９８１年に制定されたが推進がない。 

市民憲章の本文５件の中、特に「互いに助けあい、愛の

輪をひろげます。」の推進が関係していると思うので、施策

の展開の中に「市民憲章の推進」を入れるべきではない

か。 

 

市民憲章は、市民の願いや生活態度の模範となる事柄を

定め、これを実践することによって、住みやすいまちを築

いていくという基本的な考え方・理念であり、現行の総合

計画の冒頭にも掲載しているほか、各種計画書等に掲載す

るなど、周知啓発に努めています。 

そのため、総合計画における施策の展開として新たに

「市民憲章の推進」を追加することは考えていませんが、

引き続き周知啓発に努めてまいります。 

 

 

６ ④高齢者が生きがい

をもって健やかに暮

らせる環境をつくる 

 

現状と課題 

国の事業である「長寿社会開発センター」発行の「生きが

い研究」誌の生きがい研究３１号で、「超高齢社会における多

様な働き方と生きがい」をＣｏｎｔｅｎｔｓとして発行され

ている。 

赤穂市にはセンターから図書館と関西福祉大学に創刊か

ら送付されているが、活用がみられない。 

活用を進められたい。 

 

（一社）長寿社会開発センター発行の生きがい研究３１号

では、高齢者の就労や社会への貢献が健康やフレイル予防に

有用であることや、事例の紹介等がされています。 

しかしながら、これらについて市として研究段階であり、

また数値目標設定の難しさから、２０３０赤穂市総合計画後

期基本計画への反映は難しいものと考えておりますが、施策

や事業の実施にあたって参考にさせていただきます。 
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７ ④高齢者が生きがい

をもって健やかに暮

らせる環境をつくる 

 

施策の展開：２．生きがいづくりと社会参加の促進 

主な取組 老人クラブ活動への支援 

高齢者の活動団体は、「老人会（クラブ）」の他に「高齢者

大学」、「シルバー人材センター」がある。 

高齢者人口と社会活動への参加状態を表示願います。 

 

高齢者人口については、今回の見直しに際して、２０３

０赤穂市総合計画後期基本計画と２０３０赤穂市総合戦略

とを同一冊子とする中で、２０３０赤穂市総合戦略において

人口の推移として年齢別人口のデータを掲載する予定とし

ています。 

総合計画は、市政運営における最上位の計画として、市

民・各種団体・事業者・行政が協同してまちづくりを進め

ていくための方向性や基本的な指針を示すものであるた

め、社会活動への参加状況などの数値について、それぞれ

の施策ごとに個別に表示することは考えていませんので、

ご理解いただきたいと思います。 

なお、「老人クラブ活動への支援」については、２０３０赤

穂市総合計画後期基本計画においても、施策の展開の

「２．生きがいづくりと社会参加の促進」で引き続き取り

組んでいく項目として記載しています。 

 

 

８ 計画全般について 後期基本計画の策定にあたって、どのような手法（手続き）

で見直しを行ったか時系列で総論の最後に付記すべきでは

ないか。 

（例）庁内会議の開催、議会との調整、外部組織からの提

言、アンケート調査等 

 

ご意見いただいた内容は、策定のプロセスを明確にする

ために必要なものであることから、これまでの総合計画に

も掲載しています。 

２０３０赤穂市総合計画後期基本計画においても、最終

的に冊子の中で策定のプロセスを掲載いたします。 
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９ 計画全般について 後期基本計画の策定に関する基本的な考え方として、前期

基本計画策定時に予測できなかった行政需要の多様化や新

たな課題の顕在化を受けて、特に重点的に取り組む施策と行

政のあり方を表記すべきではないか。（以下、例示） 

 

(１) 人口減少（少子化・高齢化）の加速化 

   住民の地域活動への参加意識の低下～地域福祉活動

の参加、高齢者を社会全体で支える仕組みづくり、消防

団員の確保、行政と自治会組織との連携 

 (２) 公共施設の老朽化と防災組織の向上 

   公共施設の点検のあり方（対象施設、点検頻度、更新

計画等） 

   ため池、里山、農業用水路等の管理、保全のあり方、

上下水道施設の更新の加速化 

 (３) 健全で効率的な財政運営の推進 

   人口規模と地方債残高のあり方、基金と地方債のバラ

ンス（利率考慮） 

   市民病院への支援のあり方と経営形態の見直し、赤穂

駅周辺整備会社の経営安定化、行政環境の変化に対応で

きる組織の再編、新たな分野への職員の挑戦と責任の明

確化 

 

２０３０赤穂市総合計画後期基本計画の策定にあたっ

て、「今後、市の人口がさらに減少していく状況の中で、新

たな市民ニーズや行動課題に対し、厳しい財政環境に耐え

得る実効性のある計画」を基本的な考え方とし、「人口の減

少と人口構成の変化」、「公共施設、インフラの老朽化」、

「地域資源の有効活用」、「自治体経営の確立」、「時代の潮

流」、「目標を明確にした市民に分かりやすい計画」という

視点で、全２７施策において現状と課題の整理を行い、取

り組むべき施策や目標数値の見直しを行いました。 

ご意見をいただいたような、特に重点的に取り組む施策

や行政のあり方を別掲していませんが、それぞれの施策に

おいて上記の考え方や視点で、行政課題の認識と取組事項

の見直しを行っておりますので、ご理解いただきたいと思

います。 

 

 

１０ その他 資料③「２０３０赤穂市総合計画後期基本計画（案）新旧

対照」の６０ページの目標指標の表の一番右端の「目標値（２

０２５年度）」は「目標値（２０３０年度）」の誤りではない

か。 

 

ご指摘ありがとうございます。修正いたします。 

 


